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名古屋市中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び 

調整等に関する条例・規則・駐車場取扱要綱の解説 

 

第 1 章 総則 

 

 条例（目的） 

第 1 条 この条例は、中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整並びに共同住宅

型集合建築物の建築の計画等に関し必要な事項を定めることにより、良好な近隣関

係を保持するとともに、健全で快適な居住環境の保全及び形成に資することを目的

とする。 

 

 本条例は、良好な近隣関係を保持するとともに健全で快適な居住環境の保全及び形

成に資することを目的に、中高層建築物の建築主等が建築の計画及び工事の実施にあ

たり周辺の居住環境に及ぼす影響について配慮すべきこと、建築計画の事前説明及び

共同住宅の建築主が措置すべき駐車場の確保、管理に関する事項等を定めています。 

  

 条例（定義） 

第 2 条 この条例における用語の意義は、建築基準法（昭和25年法律第 201 号。以下

「法」という。）及び建築基準法施行令（昭和25年政令第 338 号）の例による。 

 2  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 中高層建築物 別表の左欄の 1 項から 5 項までの区分に応じてそれぞれ右欄に

掲げる建築物をいう。 

 

 別表右欄 3 項第 2 号、 4 項第 2 号及び 5 項の建築物で、別表左欄 1 項、 2 項の地域

に日影を生じさせる場合、これらの地域内の道路、水面、線路敷等のみに日影を生じ

させるものは除外します。 

 建築物が用途地域の 2 以上にわたる場合は、建築物の部分がそれぞれの区分にある

ものとして適用します。 

 「建築」とは、新築、増築、改築、移転をいい、用途変更は含みません。 

 また、増築の場合はその増築の部分で判断することになります。この場合、既設建

築物の上部に増築するときは、高さ及び階数の算定にあたっては既存の部分も含めま

す。 
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条例 

第 2 条第 2 項 

(2) 共同住宅型集合建築物 共同住宅の用途に供する建築物で、階数が 2 以上で、

かつ、住戸の数が10以上のものをいう。 

(3) 中高層建築物等 中高層建築物及び共同住宅型集合建築物をいう。 

 

 「共同住宅型集合建築物」とは、共同住宅の用途に供する建築物であり、店舗や事

務所等が併存するものも含みます。また、会社の寮などに利用される場合でも、一区

画内に居住できる施設（台所、便所、風呂等）が設けられたものは住戸として扱いま

す。 

 条例施行後の増築については、増築後の階数が 2 以上で、かつ、住戸の数が10以上

となる場合には、共同住宅型集合建築物となります。ただし、条例の適用範囲は増築

部分を対象とします。たとえば 9 戸を増築する場合には、増築 9 戸分に対する駐車場、

駐輪場は必要となります。 

 

条例 

第 2 条第 2 項 

(4) 近隣関係者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 建築物の所有者及び居住者で、その敷地（中高層建築物からその敷地の境界

線までの水平距離のうち最小のものが、当該中高層建築物の高さの 3 倍に相当

する距離以上であるものを除く。）の当該中高層建築物の敷地境界線からの水

平距離が10メ－トル以下であるもの 

イ 中高層建築物の建築により、冬至日の真太陽時による午前 8 時から午後 4 時

までの間において、当該中高層建築物の平均地盤面に 2 時間以上日影となる部

分を生じる範囲にある建築物の居住者 

(5) 周辺関係者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 建築物の所有者及び居住者で、その敷地の中高層建築物の敷地境界線からの

水平距離が50メ－トル以下であるもの 

イ 中高層建築物の建築により、テレビジョン放送の電波の著しい受信障害（以

下「テレビ電波受信障害」という。）が生じるおそれがある建築物の所有者及

び居住者 

(6) 近隣関係者等 近隣関係者及び周辺関係者をいう。 
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＊近隣関係者及び周辺関係者について（ P32 ・33参照） 

 近隣への事前説明が義務づけられている範囲を明確にするために、事前説明を義務

づける「近隣関係者」と要求があったら説明をする「周辺関係者」に区分し、それぞ

れの範囲を具体化したものです。 

 「近隣関係者」とは、第 2 項（ 4 ）のアとイに該当する者をいい、工事危害、工事

騒音、振動等の影響を受ける度合いが大きいと予想される敷地境界線から10メ－トル

以内の敷地にある建築物の所有者及び居住者を対象としています。また、建築紛争の

原因として日照の阻害に関するものが最も多いことを考慮し、地盤面において 2 時間

以上日影となる建築物の居住者を対象としています。 

 「周辺関係者」とは、第 2 項（ 5 ）のアとイに該当する者をいい、中高層建築物の

建築により住環境の影響を受けると思われる建築物の所有者及び居住者で、近隣関係

者より広い概念です。なお、中高層建築物に係る周辺の居住環境や工事車両などによ

る影響範囲として、建築基準法第48条による用途の許可に際しての利害関係者の範囲

として取り扱っている50メートルを採用しています。また、テレビ電波受信障害のお

それがある建築物の所有者、居住者も対象となります。 

  

＊説明対象となる建築物について 

 第 2 項（ 4 ）アに該当する建築物は、該当する敷地に複数の建築物が建っている場

合は、原則として敷地内のすべての建築物が対象となります。ただし、一団地の認定

又は許可を受けている大規模な団地等の場合は、団地内通路で区画されていたり、は

っきりと棟ごとに分かれているようであれば、その区画等を説明対象の敷地とみなす

こととします。（説明対象者をどこまでとするのか判断に迷う場合は、事前に建築相談

係と相談してください。） 

 第 2 項（ 4 ）イに該当する建築物は、増築の場合は原則としてその増築の部分の日

影の影響で考えます。 

 

＊所有者と居住者について 

 いずれの場合も「所有者」「居住者」の扱いのうち「建築物の所有者」は、工事中の

建築物の所有者も含みます。また「居住者」は、原則として「住まい」として生活を

営む者としますが、事務所や店舗など通常その建築物に昼間滞在される方に対しても

説明を行うことが望まれます。 

建築物が長屋、共同住宅あるいは住戸・事務所・店舗等による複合建築物の場合は、

その建物を構成するすべての区画（住戸・事務所・店舗等）の各所有者及び居住者が

説明の対象となります。共同住宅等を管理している会社は所有者とはみなしません。 
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条例 

第 2 条第 2 項 

(7) 紛争 周辺の居住環境に及ぼす影響（中高層建築物の建築に伴って生じる日

照の阻害及びテレビ電波受信障害並びに工事中の騒音及び振動等をいう。 ）に

関し、当該中高層建築物の建築主及び工事施工者と近隣関係者等との間におい

て生じる紛争をいう。 

 

 本条例で扱う「紛争」とは、中高層建築物の建築に伴って生じる周辺の居住環境に

及ぼす影響をいい、土地の価格の低下、家賃収入の減少、境界線争い、工事契約上の

問題等は紛争に含みません。 

 

 条例（適用除外） 

第 3 条 この条例の規定は、仮設建築物を建築しようとする場合には適用しない。 

 

 本条例は、紛争の未然防止と紛争の調整を目的としたものであり、災害時の応急仮

設建築物や存続期間が原則 1 年以内と短いその他仮設店舗等法第85条に規定する仮設

建築物については、周辺の居住環境へ与える影響が少ないと判断したものです。 

 

 条例（市の責務） 

第 4 条 市は、中高層建築物等の建築に際し、健全で快適な居住環境の保全及び形

成が図られるよう指導するとともに、紛争が生じたときは、迅速かつ適切な調整

に努めるものとする。 

 

 条例（建築主等の責務） 

第 5 条 建築主、設計者、工事監理者及び工事施工者（以下「建築主等」という。 ）

は、中高層建築物等の建築に際し、周辺の居住環境に十分に配慮するとともに、

良好な近隣関係を損なわないよう努めなければならない。 

 

 条例（自主的な解決） 

第 6 条 中高層建築物の建築主及び工事施工者並びに近隣関係者等は、紛争が生じ

た場合には、誠意をもって、自主的に解決するよう努めなければならない。 
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 第 4 条、第 5 条、第 6 条は理念を規定したものです。市は条例の目的に沿った指導

を行い、建築主等は設計、施工にあたり果たすべき責務を果たし、また紛争になった

場合には建築主及び工事施工者と住民は自主的に解決を図るべき旨を規定したもので

す。 

 建築に伴う紛争は、基本的には民事問題であり当事者間が互譲の精神で解決するこ

とが基本です。市は当事者間での解決が困難な場合に、適切な助言、指導などを行う

ことにより側面から紛争の解決を支援します。 

 

第 2 章 建築主等の配慮等 

 

 条例（教育施設等の日照） 

第 7 条 中高層建築物の建築主等は、当該中高層建築物の建築により、冬至日の真

太陽時による午前 8 時から午後 4 時までの間において、学校教育法（昭和22年法

律第26号）第 1 条に規定する学校（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中

等教育学校（前期課程に限る。）及び特別支援学校に限る。）、同法第 134 条第 1 項

に規定する各種学校（主として外国人の幼児、児童、生徒等に対して幼稚園、小

学校又は中学校に類する教育を行うものに限る。）、名古屋市子ども適応相談セン

ター又は児童福祉法（昭和22年法律第 164 号）第 7 条第 1 項に規定する児童福祉

施設（乳児院、保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設、障害児入所施

設、児童発達支援センター、児童心理治療施設及び児童自立支援施設に限る。）に

日影となる部分を生じさせる場合には、日影の影響について特に配慮し、当該中

高層建築物の建築の計画について、当該施設の設置者と協議しなければならない。 

 

 この条文は計画段階において、特に教育施設等の日照についての配慮を求める規定

です。これらの教育施設等を生活の場とする幼児、児童などの幼少年期の心身の育成

にとって日照は重要であり、また、これまで教育施設等周辺での建築については、紛

争になりやすいことから、建築基準法の規制をクリアーするのみでなく、できる限り

の配慮を求めるものであり、単なる説明にとどまらず事前に当該施設の設置者及び管

理者（校長、教頭、園長等）との協議（話し合い）が必要となります。 

 「日影となる部分を生じさせる場合」とは、これらの施設の敷地の地盤面上に、冬

至日の真太陽時による午前 8 時から午後 4 時までの間に日影を生じさせる場合をいい

ます。配慮事項や協議事項については報告を求めています。条例第12条（報告）を参

照してください。 



 6 

条例（テレビ電波受信障害対策） 

第 8 条 中高層建築物の建築主等は、当該中高層建築物の建築により、テレビ電波

受信障害が生じるおそれがある場合には、あらかじめ調査を行い、その被害を受

けるおそれのある者とテレビ電波受信障害の改善について協議しなければならな

い。 

 2  中高層建築物の建築主等は、当該中高層建築物の建築により、テレビ電波受信

障害が生じた場合には、共同受信施設を設置する等テレビ電波受信障害を改善す

るために必要な措置をとらなければならない。 

 

 「テレビ電波受信障害」は、相談件数が多く紛争になりやすい問題です。したがっ

て、テレビ電波受信障害が生じるおそれのある場合には、事前に建築主は調査を行い

その被害を受けるおそれのある者と十分協議するとともに必要な措置をとらなければ

なりません。 

 

条例（工事中の措置） 

第 9 条 中高層建築物の工事施工者は、工事中の騒音及び振動等により周辺の居住

環境に著しい被害が生じるおそれがある場合には、その被害を受けるおそれのあ

る者とあらかじめ協議し、被害を最小限にとどめるために必要な措置をとらなけ

ればならない。 

 

 建築工事により、近隣の建築物等に支障が生じるおそれのある場合には、工事施工

者は事前に建築物調査を実施し、被害の復旧等について取り決めをすることが必要で

す。そのほか、工法の低騒音化、低振動化にも留意し工事用車両の進入路、駐車場の

確保についても事前に関係者への説明が必要です。 
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第 3 章 計画の事前公開 

 

 条例（標識の設置） 

第10条 中高層建築物の建築主は、当該中高層建築物の建築に際し、近隣関係者等

に建築の計画の周知を図るため、規則で定めるところにより、標識を設置しなけ

ればならない。 

 2  前項の標識は、法第 6 条第 1 項若しくは法第 6 条の 2 第 1 項の規定による確認

の申請又は法第18条第 2 項の規定による計画の通知をしようとする日（以下「確

認申請日」という。 )の27日前までに設置し、法第89条第 １ 項の規定による表示

をするまで、又は法第18条第 3 項の規定による確認済証が交付されるまで設置し

ておかなければならない。 

 

 規則（標識の設置） 

第 4 条 条例第10条第 1 項の規定により設置する標識の様式は、第 １ 号様式とする。 

 2  前項の標識は、敷地の見やすい場所に設置しなければならない。 

 

 日影規制を受けない用途地域においても建築紛争が起こり得ることから、標識の設

置をしなければならないものとしています。したがって、中高層建築物を建築しよう

とする場合には、市内全域で標識設置が必要となります。標識設置は建築工事に着手

する前に建築計画に関する情報を開示することにより、紛争の未然防止を図ろうとす

るものです。なお、標識は原則として各道路に面して道路境界からおおむね 1 ｍ以内

の敷地内に設置することとします。道路から文字が読めるように大きく記載し、駐車

場に停めた車などにより見えなくなる場所などは避けて設置してください。 

標識の棟数は大きさに関わらず(10 ㎡未満も含む。)記載してください。付属棟に関

しては(他駐輪場棟○棟)等の書き方でも構いません。 
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条例 

第10条第 3 項 

 3  中高層建築物の建築主は、第 1 項の規定により標識を設置したときは、規則で

定めるところにより、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

 

規則（標識設置の届出） 

第 5 条 条例第10条第 3 項の規定により届出をしようとする建築主は、標識設置届

（第 2 号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

ただし、条例別表の 4 項右欄第 1 号に掲げる建築物に係る届出をする場合にあっ

ては、第 3 号に掲げる図書を添えることを要しない。 

(1) 建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号。以下「省令」という。 ）第 1 

条の 3 第 1 項の表 1 （い）項に掲げる付近見取図及び配置図 

(2) 設置した標識の写真 

(3) 実日影図 

 

規則（定義） 

第 2 条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 実日影図 次の事項が明示された図書 

ア 縮尺及び方位 

イ 中高層建築物の敷地境界線並びに敷地の接する道路の位置及び幅員 

ウ 建築に係る中高層建築物と他の建築物との別並びに敷地内における建築物

の位置及び各部分の高さ 

エ 建築に係る中高層建築物が冬至日の真太陽時による午前 8 時から 1 時間ご

とに午後 4 時までの各時刻に平均地盤面に生じさせる日影の形状及び平均地

盤面に 2 時間以上日影を生じさせる範囲並びにその範囲内にある建築物の位

置、階数及び用途 

オ 中高層建築物の敷地境界線からの水平距離が10メートルである線並びに当

該中高層建築物の敷地境界線からの水平距離が10メートル以下である敷地に

ある建築物の位置、階数及び用途 

カ 近隣関係者の氏名 

 

 標識を設置後、速やかに標識設置届を提出してください。この場合「速やかに」と
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は、おおむね 1 週間以内をいいます。 

 「付近見取図」には、用途地域指定図（ 1:5,000 ）の写し又は最新の都市計画情報

提供サービスによる都市計画情報を印刷したものに計画建築物の敷地の位置を、「配置

図」には標識の設置位置を赤色で明記し、敷地の高低差及び隣地との高低差を記入し

てください。 

 「標識の写真」は、標識を立てた位置のわかる遠景写真と標識の記載内容の全てが

確認できるように写した近景写真を標識設置箇所ごとに撮影するものとし、また、標

識の記載事項を変更した場合は、変更後の写真も提出してください。 

 「実日影図」とは、計画建築物の平均地盤面の時刻別日影図に 2 時間日影線を重ね

合わせた図面ですが、敷地境界線からの水平距離10ｍの線や近隣関係者を記入してく

ださい（建築物の位置及びその所有者・居住者あるいは居住者の明記） 。近隣関係者

の建築物の位置は、都市計画基本図等により作成したり、場合によっては現地での測

量を行うなどして正確な位置を記入してください。 

 

 条例（建築計画等の説明） 

第11条 中高層建築物の建築主等は、規則で定めるところにより、近隣関係者に対

し建築の計画及び工事の概要（以下「建築計画等」という。 ）を説明しなければ

ならない。ただし、別表の 4 項右欄第 1 号に掲げる建築物を建築しようとすると

きは、この限りでない。 

 

規則（近隣関係者への説明） 

第 6 条 条例第11条第 1 項及び第 2 項の規定により中高層建築物の建築主等は、近

隣関係者等に対し、次の各号に掲げる事項を説明しなければならない。 

(1) 敷地の規模及び形状 

(2) 敷地内における建築物の位置並びに建築物の規模及び用途 

(3) 駐車場の位置及び駐車台数 

(4) 工事期間、工法及び周辺への安全対策の概要 

(5) 中高層建築物（当該中高層建築物に設置する広告塔、広告板その他これらに

類する工作物を含む。 ）による日影の影響 

(6) テレビ電波受信障害の改善対策 

(7) 前各号に掲げるもののほか、周辺の居住環境に及ぼす影響及びその対策 
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＊近隣関係者等への説明について 

 標識の設置後遅くとも 1 週間を目途に最初の説明を開始してください。紛争の原因

として、最初にきちんとした説明がなかったということが挙げられています。相手の

立場に立って、図面等を用い丁寧に誠意を持って対処してください。 

 近隣関係者への説明は、その内容が理解できる家人に対しての訪問、面談を原則と

します。日を替えて 2 度以上訪問しても面談できない場合は、規則第 6 条に掲げる事

項についての説明、連絡先等をまとめた資料を配布してください。(建設地から遠方の

際には建築相談係と相談してください。）また、近隣関係者等からの要望事項等やその

回答については正確に記入してください。 

 工事施工者が未定のため工事工法等、詳しい施工内容など答えられないものはやむ

を得ないと思われますが、その場合、工事施工者が決定した段階で、説明をしてくだ

さい。 

 

＊日影等居住環境に及ぼす影響の説明について 

「敷地内における建築物の位置」については、近隣関係者にわかりやすいものとす

るため建物等の境界からの離隔寸法及び建物の大きさがわかる寸法を示してください。 

「日影の影響」については、説明対象者の敷地の地盤面上の日影図で行うことによ

り、実状に近い説明ができます。なお、敷地によってはその状況に応じた説明が必要

です。例えば周辺が計画建築物の地盤より低い場合は、隣地の地盤面における日影図

で説明することがより親切です。建築物に附属する門又は塀(メッシュフェンスを含

む。) を地盤面上の日影図に明記して説明する必要がありますのでご注意ください。 

また、広告塔、機械式駐車場等の工作物に対しては、建築基準法では日影の規制を

していないものの、周辺に与える影響は建築物と同じですから、工作物を含めた日影

図で説明するように規則で定めています。 

 「テレビ電波受信障害の改善対策」については、机上検討や事前調査により電波受

信障害の発生予測範囲図を作成し、それをもとに説明し障害の改善方法についても説

明することが必要です。また、高さ 10m 以下の建築物についてもテレビ電波受信障害

の改善方法の説明が必要です。建築計画の段階から電波受信障害に対する改善にかか

る費用負担や維持管理について、建築主の認識を明確にすることが望まれます。 

 その他の居住環境に及ぼす影響としては、共同住宅の管理、観望防止（プライバシ

ー）対策、ゴミ保管場所の管理、風害、駐車場問題等があり計画建築物に即した説明

をしてください。なお、建築工事にあたっては工事車両の通行その他において、小学

校等の通学路などへの影響や町内学区全体への迷惑等が生じるおそれもありますので、

町内会長等にも説明しておいてください。 
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条例 

第11条 

 2  中高層建築物の建築主等は、近隣関係者等から説明を求められたときは、規則

で定めるところにより、建築計画等を説明しなければならない。 

 3  中高層建築物の建築主等は、建築計画等について近隣関係者等から説明会の開

催を求められたときは、これに応じるよう努めなければならない。 

 

 近隣関係者等から説明を求められた場合は、できる限り速やかに説明するものとし、

また、説明会の開催を求められた場合は、説明会をできる限り速やかに開催するよう

にしてください。 

 

 条例（報告） 

第12条 中高層建築物の建築主は、次の各号に掲げる事項を市長に報告しなければ

ならない。 

(1) 第 7 条の規定により配慮し、及び協議したとき 配慮した事項及び協議の状 

 況 

(2) 第 8 条第 1 項の規定により調査を行ったとき 調査の結果 

(3) 前条第 1 項の規定により説明したとき 説明の状況 

 2  前項の報告は、第10条第 1 項の規定により標識を設置した日から起算して20日

を経過した日以後で、確認申請日の 7 日前までにしなければならない。 

 3  市長は、中高層建築物の建築主に対して、第 8 条第 2 項の規定によりとった措

置について、報告を求めることができる。 

 4  市長は、中高層建築物の建築主に対して、前条第 2 項の規定によりした説明の

状況又は同条第 3 項の規定により開催した説明会の状況について、報告を求める

ことができる。 
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 規則（報告） 

第 7 条 条例第12条第 1 項の規定により報告をしようとする建築主は、説明状況等

報告書（第 3 号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。ただし、条例別表の 3 項右欄第 1 号に掲げる建築物に係る報告をする場合に

あっては、第 3 号に掲げる図書を、同表の 4 項右欄第 1 号に掲げる建築物に係る報

告をする場合にあっては、第 2 号及び第 3 号に掲げる図書を添えることを要しな

い。 

(1) 高さが10メ－トルを超える建築物を建築しようとする場合において、条例第 8 

条第 1 項の規定により調査を行ったときは、専門的知識を有する者が作成したテ

レビ電波受信障害の発生が予測される範囲を示した書類（高さが20メ－トルを超

える建築物を建築しようとする場合において、条例第 8 条第 1 項の規定により調

査を行ったときは、専門的知識を有する者が作成したテレビ電波受信障害の発生

が予測される範囲を示した書類及びその範囲内のテレビ電波の受信状況を調査

した書類） 

(2) 省令第 1 条の 3 第 1 項の表 1 （い）項に掲げる各階平面図及び同表（ろ）項に

掲げる図書 

(3) 省令第 1 条の 3 第 1 項の表 2 （29）項（ろ）に掲げる日影図 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

＊説明状況等報告書について 

 「説明状況等報告書」には、教育施設等に配慮した事項や設置者等との協議の状況、

テレビ電波受信障害の調査の結果、建築計画等の説明の状況等を第 3 号様式及び別紙

 1 ～ 5 に必要事項を記入して、各階平面図、立面図、断面図、法定日影図、地盤面の

算定資料、電波受信障害机上検討書（高さ10ｍ超） ・電波受信障害事前調査書（高さ

20ｍ超） 、近隣関係者等に配布した資料及び説明会を開催した場合は配布資料や議事

録等を添付してください。 

別表の 4 項右欄第 1 号に該当する建築物、すなわち商業地域で防火地域と指定され

た地域又は指定容積率 500 ％以上の地域及び工業地域の建築物も、説明状況等報告書

の提出が必要です。 
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＊教育施設等の設置者等との協議について 

 計画公開時において当該教育施設等の設置者及び管理者（校長、教頭、園長等）と

協議することが必要です。以下の点に注意して協議してください。 

① 標識設置後速やかに開始するよう努めてください。 

② 協議の相手が、設置者及び管理者であることを確認してください。 

③ 設置者及び管理者に、事前に連絡をするようにしてください。 

④ 「名古屋市中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整等に関する条例」に

基づく協議であることを明示した資料等を配布してください。 

協議した意見・要望の概要とそれに対する回答を別紙 1 の 2 「設置者との協議の状

況」に記入してください。また、配慮した事項については、できるだけ具体的に記入

してください。 

参考として、乳児院や児童養護施設などの児童福祉施設等を P30 に掲載しています。

（全てを記載しているわけではありません。） 

なお、教育施設等のうち、名古屋市、愛知県の施設については次の所管とも協議し

てください。 

 

名
古
屋
市 

幼稚園、小・中学校、 

特別支援学校 

教育委員会学校整備課 

 

TEL972-3222 

 

名古屋市子ども適応相談センター 教育委員会指導室 TEL972-3236 

保育所 子ども青少年局保育運営課 TEL972-2525 

児童福祉施設 子ども青少年局子ども福祉課 TEL972-2517 

愛
知
県 

特別支援学校 

 

教育委員会管理部財務施設課 

管財グループ 

TEL954-6764 

 

愛知県青い鳥医療療育センター 

 

 

福祉局福祉部障害福祉課 

医療療育支援室 

重症心身障害児者支援グループ 

TEL954-6629 

 

 

 

<参考> なごや子どもの権利条例   ※詳細は市ウェブサイトにて  なごや子どもの権利条例  検索   

名古屋市では、子どもの権利を守って子どもの健やかな育ちを社会全体で支えるまちを

つくるため、なごや子どもの権利条例を定め、取り組みを進めています。 

[事業者の役割 (なごや子どもの権利条例第13条)] 

・子どもの育ちを支援するため、その社会的影響力及び責任を認識した事業活動を行う。 など 
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＊テレビ電波障害に対する措置について 

 テレビ電波障害に対する措置については、苦情や相談があった場合等、実際にどの

ように対策が行われたか報告を求めることがあります。その際には、報告書を提出し

ていただきますが、対策方法、範囲、時期、維持管理方法等がわかる資料を提出して

ください。 

＊各種図面、資料の作成にあたっての注意事項について 

 「立面図・断面図」には平均地盤面（敷地内のすべての建築物が、周囲の地面と接

する位置の平均）からの各部の高さを記入してください。なお、平均地盤面の計算が

必要な場合はその計算式（事前に建築審査課の担当者と協議してください。 ）を示し

てください。 

 「法定日影図」には真北方向（現地測定を原則とします。測定日時、測定方法を記

入してください｡）、北緯（名古屋市内は原則として35°15′です。北緯によって方位

角、影の倍率が異なります。 ）、冬至日の真太陽時で作成した旨を記入してください。

主な真北の測定方法は 

① 太陽の南中時刻を利用する方法 

② 日時計（ TOMIO 式真北測定器） 

③ 国土地理院の基準点をもとに測量した座標により算出する方法 

また、日影図においては、外壁仕上げ面で作成することとし、出窓、バルコニ－、

庇、屋外階段、建築設備等日影の形状をすべて記入してください。また、各部分の寸

法及び平均地盤面からの高さも併せて記入してください。 

 敷地境界線からの水平距離 5 ｍ及び10ｍの線に規制される等時間日影線が近接する

場合は、計算による距離あるいは日ざし曲線メジャ－等による時間をチェックしてく

ださい。建築施工工事の精度等を考慮すると、距離で10㎝以上又は時間で 5 分以上の

余裕をとることが望まれます。また、配置図及び法定日影図に境界線からの距離など

敷地と建築物の位置関係がわかる必要な数値を記入してください。 

 「テレビ電波受信障害の発生が予測される範囲を示した書類及びその範囲内のテレ

ビ電波の受信状況を調査した書類」の作成にあたっては、電波受信障害調査資格者（

第 1 級 CATV 技術者・CATV 総合監理技術者・CATV エキスパート（受信調査））が行うも

のとします。事前調査報告書は、調査年月日、調査場所、調査測定機器、調査概要、

調査所見、改善方法、調査結果等が記入されたものの写しを提出してください。写真

の添付は必要ありません。 

 なお、調査資格者の氏名及び登録番号も記入してください。 
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 規則（建築計画等の変更） 

第 8 条 中高層建築物の建築主は、当該中高層建築物の建築計画等について、軽微

な変更をしたときは、変更届（第 4 号様式）を、速やかに市長に提出しなければ

ならない。 

 2  中高層建築物の建築主等は、前項に規定する変更をしたときは、条例第11条第 1 

項及び第 2 項に規定する説明をした近隣関係者等に対して、その変更した事項に

ついて説明しなければならない。ただし、建築計画等の変更による周辺の居住環

境への影響が従前の影響と比較して改善されるもの又は周辺の居住環境に影響

を及ぼさないものについては、この限りでない。 

 

 規則（建築取止めの届出） 

第 9 条 中高層建築物の建築主は、当該中高層建築物の建築を取り止めたときは、

建築取止届（第 5 号様式）を、速やかに市長に提出しなければならない。 

 

 変更届、建築取止めの届出については、建築物が完成するまでにその事実が発生し

た場合は届出が必要です。 

建築計画の軽微な変更については変更届の提出で可としていますが、変更内容によ

り日影の影響が増加するような場合には、改めて標識設置の手続きからやり直してい

ただくことがあります。 

 変更届の場合でも、変更内容によっては近隣関係者等への説明が必要となります。

また、標識の記載内容に変更がある場合は速やかに変更してください。 

 共同住宅型集合建築物の軽微な変更及び建築の取り止めについては、それぞれ変更

届（第 4 号様式）及び建築取止届（第 5 号様式）を使用して提出してください。なお、

「ごみ保管場所」についての変更が生じる場合は環境局各環境事業所と協議をしてく

ださい。 
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第 4 章 共同住宅型集合建築物に係る指導 

 

 条例（共同住宅型集合建築物に係る措置） 

第13条 共同住宅型集合建築物の建築主は、良好な近隣関係を保持するため、規則

で定めるところにより、次の各号に掲げる事項について必要な措置をとるものと

する。 

 (1) 駐車場に関する事項 

 

 規則（措置の内容） 

第10条 条例第13条第 1 項の規定により、共同住宅型集合建築物の建築主は、同項

各号に掲げる事項に関し、次の各号に掲げる措置をとらなければならない。ただ

し、第 5 号及び第 7 号の規定はワンルーム形式住戸を有する共同住宅型集合建築

物に、第 6 号の規定はワンルーム形式住戸を30戸以上有する共同住宅型集合建築

物に限り適用する。 

(1) 居住者の利用に供するため、次の表の左欄に掲げる区分（敷地が 2 以上の地

域又は区域にわたる場合は、その敷地の最大部分が属する区分）に応じて、住

戸の数（ワンルーム形式住戸を有する場合にあっては、ワンルーム形式住戸の

数に 2 分の 1 を乗じた数にワンルーム形式住戸以外の住戸の数を加えた数）

に、同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た数以上の台数（以下「必要台数」と

いう。 ）の自動車が駐車できる駐車場を敷地内に設置すること。ただし、次に

掲げる場合は、この限りでない。 

ア 駐車場に関する法令の規定により必要台数の自動車が駐車できる駐車場を

敷地内に設置することができない場合（敷地外に必要台数に不足する台数の

自動車が駐車できる駐車場を設置する場合に限る。 ） 

イ 敷地の位置又は形状により必要台数の自動車が駐車できる駐車場を敷地内

に設置することができないと市長が認めた場合（敷地外に必要台数に不足す

る台数の自動車が駐車できる駐車場を設置する場合に限る。 ） 

ウ 共同住宅型集合建築物の利用形態及び周囲の状況からみて必要台数の自動

車が駐車できる駐車場を敷地内に設置する必要がないと市長が認めた場合 
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地域又は区域 
自動車の駐車台数の 

住戸の数に対する割合 

第 1 種低層住居専用地域又は 

第 2 種低層住居専用地域 
10分の 7  

第 1 種中高層住居専用地域又は 

第 2 種中高層住居専用地域 
10分の 6  

第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、 

準住居地域、準工業地域、工業地域 

又は用途地域の指定のない区域 

10分の 5  

近隣商業地域 10分の 4  

商業地域 10分の 3  

(2) 居住者の利用に供するため、住戸の数に10分の 5 を乗じて得た数以上の台

数の自転車が駐車できる駐車場を敷地内に設置すること。 

 

＊自動車駐車場及び自転車駐車場について 

 共同住宅型集合建築物が存する限り建築物の所有者・管理者等が必要台数以上の駐

車場を確保することが必要です。所有者・管理者等が替わる際には、この旨を次の所

有者・管理者等に引き継いでください。 

 

規則 

第 2 条 

(2) ワンルーム形式住戸 共同住宅型集合建築物の住戸でその床面積が30平方メ

ートル未満のもの 

 

＊ワンルームマンションについて 

平面形状がワンルームであっても、住戸の床面積が 30 平方メートル以上のものはワ

ンル－ム形式住戸として取り扱いません。床面積の算定は、壁芯で行なうものとし、

ベランダ・バルコニー・廊下等は含みませんが、住戸毎に設けられるパイプスペース・

メーターボックス等は床面積に含みます。 
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駐車場取扱要綱 

 2  自動車駐車場の形態 

規則第10条第 1 項第 1 号に規定する自動車が駐車できる駐車場の形態は、次に掲

げるとおりとする。 

(1)  駐車台数 1 台につき幅 2.3 メートル、奥行 5 メートル程度（機械式の駐車

場の場合を除く。 ） 

(2)  自動車を安全に駐車させ、出入りさせることができるものであること 

 

＊自動車駐車場の形態について 

駐車場の設置割合は最低基準なので、計算により少数点以下の端数が出た場合は、

切り上げるものとします。また、敷地が複数の用途地域にまたがる場合は、敷地面積

が最大の用途地域の基準値を適用します。 

 1 台あたりの駐車スペースの目安は、 2.3 ｍ× 5.0 ｍ程度としますが、実情に応じた

スペースを確保することが必要です。また、原則として、他の駐車車両の移動なしに

すべての車両の出し入れができるような駐車配置でなければなりません。ただし、駐

車車両を管理人が適切に管理することにより利用上問題がなければ、車両一台の出し

入れにつき、他の駐車車両の移動が一台のみの場合に限り駐車台数に算入することが

できます。また、平面駐車だけでは必要台数の確保が困難な場合には機械式駐車装置

の設置も検討してください。自動車を安全に駐車させ、出入りさせるために、前面に

空地を確保することが望ましいです。 

 

駐車場取扱要綱 

 3  自動車駐車場の設置の例外 

(1) 規則第10条第 1 項第 1 号但書の規定による措置をとろうとする建築主は、隔

地駐車場事前協議書（別紙）に次に掲げる図書を添えて建築指導課に提出し、

協議しなければならない。 

  ア 建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第 1 条の 3 第 1 項の表 1 （

い）項に掲げる付近見取図及び配置図 

  イ その他市長が必要と認める書類 

 

＊規則第10条第 1 項 (1) のただし書について 

規則第10条第 1 項 (1) のただし書の適用を受けようとする場合は、なるべく早い計

画段階において隔地駐車場事前協議書(別紙)により建築指導課建築相談係と協議して

ください。 
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駐車場取扱要綱 

 3  自動車駐車場の設置の例外 

 (2) 規則第10条第 1 項第 1 号イに規定する「敷地の位置又は形状により必要台数

の自動車が駐車できる駐車場を敷地内に設置することができないと市長が認め

た場合」とは、次に掲げるとおりとする。 

ア 前面道路に交通規制があり自動車の出入りが不可能又は困難な場合 

イ 建築物の敷地内に公共の用に供する施設が設置されるなどして、自動車の

出入口を設置することが不可能又は困難な場合 

ウ 近隣商業地域又は商業地域において、通常の駐車場配置計画では敷地の形

状により、敷地内に必要台数の自動車が駐車できる駐車場を設置することが

困難な場合（敷地内に必要台数の 2 分の 1 以上を設置する場合に限る。 ） 

エ 敷地が狭小なため建築計画上敷地内に必要台数の自動車が駐車できる駐車

場を設置することが極めて困難な場合（ごみの保管場所、ＬＰガス貯蔵設備、

その他居住者の利用に供するための施設又は建築物の管理上必要な施設等を

設置することにより、自動車が駐車できる駐車場の設置が困難になる場合に

あっては、関係する機関と協議がなされたものに限る。） 

オ 地区計画等で、敷地内に自動車が駐車できる駐車場を設置することが困難

な場合 

カ 自動車の出入口を設けようとした場合に、撤去又は移動することが困難な

障害物が道路上にある場合 

キ 商業地域で指定容積率 500 パーセント以上の敷地の場合 

ク 建築物の敷地が、歩行者空間を積極的に整備する路線にのみ面している場 

 合 

 

[1] 要綱 (2) アに規定する交通規制とは、長時間歩行者天国などにより通行禁止に

なることなどです。 

[2] 要綱 (2) ウに規定する通常の駐車場配置計画とは、 1 階等を必要なスペース（

階段・廊下・ホール等）及び住戸・店舗等除き、全て駐車場・駐輪場とすること

などです。 

[3] 要綱 (2) エに規定する敷地が狭小なため建築計画上敷地内に所定の駐車場を設

置することが極めて困難な場合とは、次のような場合があります。 

①  1 階等を必要なスペース（階段・廊下・ホール等）を除き、全て駐車場・駐

輪場としても必要台数の確保が困難な場合又は台数が増えない場合。 
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② 敷地が一の道路に面し、その間口がおおむね10ｍ以下で、奥まで車路をとっ

て駐車場にしても台数が増えない場合。 

[4] 要綱 (2) エの規定によって関係する機関と協議がなされた場合は、隔地駐車場

事前協議書(別紙)の備考欄に協議した部署、担当者名等を記入してください。 

[5] 要綱 (2) オに規定する駐車場を設置することが困難な場合とは、「 1 階部分につ

いては住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供してはならない。 」という建

築物等の 1 階の用途の制限がある敷地などです。 

[6] 要綱 (2) クに規定する歩行者空間を積極的に整備する路線とは、次のような路

線があります。 

① 景観法（平成 16 年法律第 110 号）第 8 条第 1 項の規定により定められた景観

計画における景観形成基準で、「駐車場の出入口は、原則として主要道路に面し

て設置しない。 」などと規定されている路線。 

② 高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関す

る法律（平成12年法律第68号）により定められた交通バリアフリー法重点整備

地区基本構想で、「特定経路」又は「準特定経路」として指定されている路線。 

 

駐車場取扱要綱 

 3  自動車駐車場の設置の例外 

(3) 規則第10条第 1 項第 1 号ウに規定する「共同住宅型集合建築物の利用形態及

び周囲の状況からみて必要台数の自動車が駐車できる駐車場を敷地内に設置

する必要がないと市長が認めた場合」とは、次に掲げるとおりとする。 

ア 高齢者住宅等で、主に自動車を所有しない者を入居対象とし、その管理が

適切に実施される場合 

イ ウィークリーマンション等のホテルと類似した利用形態のため、住宅用の

駐車場を確保しなくても支障がない場合（管理人が24時間常駐する場合に限

る。 ） 

ウ 鉄道の駅からおおむね半径 300 メートル以内の距離にある敷地で、交通の

利便性がよく、必要台数の自動車が駐車できる駐車場を敷地内に設置しなく

ても支障がない場合（敷地内に必要台数の 2 分の 1 以上の自動車が駐車でき

る駐車場を設置し、敷地外に必要台数に不足する台数の自動車が駐車できる

駐車場を設置する場合に限る。 ） 

エ 公営住宅法その他法令等で規定する公営住宅、改良住宅、コミュニティ住

宅、更新住宅で、地方公共団体が条例に基づく整備基準により駐車場の必要

台数を定めている場合。 
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[1] 要綱 (3) アに規定する高齢者住宅などには、学生専用マンションなども含まれ

ます。 

[2] 要綱 (3) アに規定する管理が適切に実施される場合とは、管理者が決まってい

て、入居契約書等で自動車を所有しないものを入居対象とし、入居者の駐車場問

題が発生した場合は責任をもって対処することなどです。事前協議の際、次の資

料の提示をお願いします。 

① 管理組織、管理体制及び管理内容 

② 管理実績、駐車場利用状況に関するデータ 

③ 自動車所有の制限を記した入居契約書等 

なお、共同住宅型集合建築物計画書を提出の際には、念書の添付をお願いします。 

 

駐車場取扱要綱 

 3  自動車駐車場の設置の例外 

(4) 敷地外に自動車が駐車できる駐車場を設ける場合は、当該建築物の敷地から

歩行距離がおおむね 500 メートル以内の場所に設けるものとする。 

 

＊隔地駐車場について 

規則第10条第 1 項 (1) ただし書に該当するものとして市が認め、敷地外に自動車が

駐車できる駐車場（以下、「隔地駐車場」という。 ）を設ける場合は、原則として建

築主が所有する駐車場としますが、これによりがたい場合は既存の貸駐車場を賃借し

て利用できるものとします。なお、隔地駐車場の場合は、「＊自動車駐車場の形態につ

いて」の解説のただし書は適用しません。また、他の法令等により附置義務駐車場と

なっている駐車場、他の建物の附置義務駐車場となっている駐車場、都市計画法第 11

条の規定により定められた都市計画駐車場は原則として隔地駐車場とすることはでき

ません。都市計画駐車場については、住宅都市局交通施設管理課（ TEL972-2774 ）へ

お問い合せください。 

[1] 隔地駐車場の所有者が、建築主の場合(下記の３つの条件を満たしてください。) 

① 隔地駐車場の所有者が、建築主であることを証明すること 

② 自走式駐車場にあっては、駐車位置を確定させること 

③ 他の用途に転用されるおそれのないものであること 

この場合、付近見取図（敷地からの歩行距離を明示）、配置図（駐車位置の明示）、

公図、登記事項証明書等、敷地の現況写真等を添付してください。 

[2] 既存の貸駐車場の場合 

既存の貸駐車場を利用する場合は、長期間の賃借期間を設定してください（10年
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間以上の契約期間） 。長期間の賃借期間を設定することができない場合は、最低 1 

年間以上の契約期間とし「自動更新」(自動で更新し続けていくことがわかる)契

約としてください。なお、貸借の開始時期は、工事中の駐車場を確保するために

もできる限り工事開始時からとしてください。また、既存の貸駐車場の場合も建

築主が所有する駐車場の場合と同様に自走式駐車場にあっては駐車位置を確定さ

せる必要があります。 

この場合、付近見取図（敷地からの歩行距離を明示）、配置図（駐車位置の明示）、

駐車場の賃貸契約書の写しを添付してください。また、空き状況を確認した上で

契約が間に合わない場合は、期限に確実に契約を交わす旨、契約書の写しを提出

する旨を記した念書と、上記の要件に合う隔地駐車場の資料を提出してください。 

これらの図書は規則第10条第 2 項に定める共同住宅型集合建築物建築計画書に

添付するものとします。 

 

駐車場取扱要綱 

 4  自転車駐車場の形態 

規則第10条第 1 項第 2 号に規定する自転車が駐車できる駐車場の形態は、次に掲げ

るとおりとする。 

(1) 駐車台数 1 台につき幅 0.5 メートル、奥行 2 メートル程度（機械式の駐車場の

場合を除く。 ） 

(2) 屋根が設置されていること 

 

＊駐輪場について 

一台あたりの駐輪スペースの目安は、 0.5 ｍ× 2.0 ｍ程度とします。駐輪スペース

が狭い場合には、ラック式駐輪場を検討するなど、地階又は 2 階部分の利用を考えて

ください。また、屋根を設けてください。 

 

駐車場取扱要綱 

 5  一団の土地における駐車場の取扱い 

建築基準法（昭和25年法律第 201 号）第86条第 1 項から第 4 項まで（これらの規定

を同法第86条の 2 第 8 項において準用する場合を含む。）の規定により一の敷地とみ

なされる一団地又は一定の一団の土地の区域内の建築物については、当該一団地又は

区域を当該建築物の一の敷地とみなして、規則第10条第 1 項第 1 号及び第 2 号の規定

を適用することができる。 

 



 23 

＊一団の土地における駐車場及び駐輪場の取扱い 

一団地の認定又は許可を受けている場合は、その区域全体を敷地とみなして駐車場

及び駐輪場を設けることができます。その場合は、できる限り計画建築物の近くに駐

車場及び駐輪場を設けてください。 

一団地の認定又は許可を受けている区域内を敷地としてみなして、駐車場及び駐輪

場を設ける場合は、規則第10条第 2 項に定める共同住宅型集合建築物建築計画書に、

次の資料を添付してください。 

[1] 一団地の認定又は許可を証明する書類 

[2] 駐車場及び駐輪場位置が明示された、区域全体の配置図 

[3] 駐車台数のわかる資料 

 

条例 

第13条第 1 項 

(2) 住戸の床面積及び天井の高さに関する事項 

 

規則 

第10条第 1 項 

(3) 住戸の床面積は、18平方メ－トル以上とすること。 

(4) 住戸の居室の天井の高さは、 2.3 メ－トル以上とすること。 

 

 居室の天井高さは、居室部分の全容積を居室部分の床面積で除した「平均天井高」

とします。ダクト等により天井高さが下がるなど天井高さが 2.3m 未満となる部分があ

る場合は平均天井高を計算して 2.3ｍ以上確保してください。 

平均天井高の計算において間仕切り等で明確に区画されており、建築基準法上は居

室と取り扱わない台所については住戸の居室として計算する必要はありません。 
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条例 

第13条第 1 項 

(3) 共同住宅型集合建築物の管理に関する事項 

 

規則 

第10条第 1 項 

(5) 敷地内の見やすい場所に、管理人の氏名（法人にあってはその名称）及びそ

の連絡方法を明記した表示板を設置すること。 

(6) 管理人室を設置し管理人を置くこと。ただし、確実な管理業務が行われ、近

隣関係者等からの苦情に対し迅速に対応できるときは、この限りでない。 

(7) 次に掲げる事項を含む管理のための規約等を定めること。 

ア 指定された日以外にごみを出さないこと。 

イ ごみの保管場所を清潔に保つこと。 

ウ 騒音等により周辺に迷惑をかけないこと。 

 

＊共同住宅型集合建築物の管理の考え方について 

建築主、所有者又は管理者は、共同住宅型集合建築物を適正に管理するとともに、

近隣住民からの問い合せ等に対し迅速な対応ができるようにしてください。管理人は

建築物の保守・修繕や、入居者へのサ－ビスを行うほか入居者相互や周辺住民とのコ

ミュニケ－ションの橋渡しの役割を担うものと考えています。 

 

＊ワンル－ム形式住戸の管理について 

 5 号、 7 号の規定はワンル－ム形式住戸を有する共同住宅型集合建築物に、第 6 号

の規定はワンル－ム形式住戸を30戸以上有する共同住宅型集合建築物に適用します。 

管理人室には便所及び湯沸かし等の設備を設けてください。便所については、同一フ

ロア－に共用便所を設けている場合は、管理人専用の便所を設ける必要はなく、また、

湯沸かし設備は、電気によるものであっても支障ありません。 

「管理人を置く」とは、原則的には 1 日のうち日中 8 時間程度駐在することを必要

とします。 

「確実な管理業務が行われるもの」とは、以下の要件を満たすものとします。 

[1] 日常の施設管理が適正、確実に行われること。 

[2] 入居者及び近隣からの苦情に対して迅速に対応できること。 
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具体的には、建築物の管理を専ら業務とする業者に委託する場合、又は建築主（

所有者）が当該敷地内又は近接した敷地に居住し自ら管理を行う場合があります。 

 

＊管理専門の業者に委託する場合について 

管理専門の業者に委託する場合は、以下の要件を満たすものとします。 

[1] 管理専門の業者は、市内又は建設地に近接する市町村に本拠地をおくこと。 

[2] 管理者の組織は、確実な連絡体制をもち、特に入居者及び近隣からの苦情に対

して迅速に対応できる人数を有すること。 

[3] 週 2 回程度（できればゴミ収集日にあわせて）定期的に当該建物を巡回し、表

示板にその旨を記載すること。 

また、以下のことがわかる書類を提出してください。 

[1] 管理者の名称、所在地、連絡先（電話番号） 

[2] 管理部門の人数及び、昼間、夜間別の管理体制 

[3] 委託される管理業務の内容及びその管理に要する時間（巡回回数、滞在時間等） 

[4] 管理業者の管理する共同住宅の総棟数、総戸数 

 

「表示板」は、玄関・ホ－ル等の外壁など入居者及び近隣住民の方が見やすい場所

に設置してください。表示板の様式は特に定めませんが、入居者及び近隣住民の方が

見やすいものであることが必要です。 

表示板の位置については、配置図への明示を忘れないでください。 

 

＊管理のための規約等について 

管理のための規約等（案でも可）については、共同住宅型集合建築物建築計画書と

併せて提出してください。 

 

条例 

第13条第 1 項 

(4) その他市長が必要と認める事項 

 

規則 

第10条第 1 項 

(8) 敷地内にごみの保管場所を設置すること。 

 

 「ゴミの保管場所」は、敷地内に設けるものとし、その位置、規模、構造等につい
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ては環境局各環境事業所と協議するものとします。なお、環境事業所と協議する際に

は共同住宅型集合建築物建築計画書を持参し、協議済みのゴム印及び担当者印等を備

考欄に押してもらってください。その他協議に必要な図面等については各環境事業所

にお問い合せください。 

 

各環境事業所の電話番号、所在地は下表のとおりです。 

事 業 所 名 電話番号 所  在  地 

千種環境事業所 771-0424 千種区香流橋一丁目 1－77 

東 環境事業所 723-5311 東区出来町三丁目 16－16 

北 環境事業所 981-0421 北区辻本通 1-39 

西 環境事業所 522-4126 西区南堀越二丁目 4-70 

中村環境事業所 481-5391 中村区佐古前町 10-9 

中 環境事業所 251-1735 中区新栄三丁目 20-8 

昭和環境事業所 871-0504 昭和区福江二丁目 10-12 

瑞穂環境事業所 882-5300 瑞穂区二野町 6-29 

熱田環境事業所 671-2200 熱田区伝馬二丁目 30-6 

中川環境事業所 361-7638 中川区上高畑一丁目 150 

港 環境事業所 382-3575 港区十一屋一丁目 70-3 

南 環境事業所 614-6220 南区元塩町六丁目 8-6 

守山環境事業所 798-3771 守山区弁天が丘 606 

緑 環境事業所 891-0976 緑区鳴海町字天白 90 

名東環境事業所 773-3214 名東区藤里町 101 

天白環境事業所 833-4031 天白区元八事五丁目 231 

 

規則 

第10条 1 項 

(9) 敷地内の緑化を行うこと。 

 

 植樹をしたり花壇を効果的に配置することにより、敷地内の緑化を行う必要があり

ます。配置図への明示を忘れないでください。 
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条例 

第13条 

 2  共同住宅型集合建築物の建築主は、規則で定めるところにより、確認申請日の 7 

日前までに、前項の規定によりとった措置の内容を市長に届け出るものとする。 

 

規則 

第10条 

 2  条例第 13 条第 2 項の規定により届出をしようとする建築主は、共同住宅型集

合建築物建築計画書（第 6 号様式）を市長に提出しなければならない。 

 

 中高層建築物以外の場合や別表 4 項 (1) の場合で「共同住宅型集合建築物建築計画

書」を提出するときは、配置図、各階平面図、断面図等措置の内容の根拠がわかる図

面を添付して、確認申請書等（確認申請書または計画通知書）を提出する 7 日前まで

に、住宅都市局建築指導部建築指導課建築相談係（西庁舎 2 階 TEL972-2919･2920）

に提出してください。 

 

 条例（指導） 

第14条 市長は、前条第 1 項の規定によりとった措置の内容が規則で定めるところ

に適合しないと認めるときは、共同住宅型集合建築物の建築主に対し、必要な指

導を行うものとする。 

 

 建築主が措置する具体的な内容は規則で定めていますが、計画内容が駐車場の整備

などの基準に適合しない場合、市が必要な指導を行うことを定めたものです。 
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第 5 章から第 7 章までの条文は省略 

 

 第 5 章から第 7 章までは、建築紛争が生じた場合に紛争当事者双方の申出により、

あっせんや調停などの調整を行うことができるものとし、そのために必要な規定を定

めています。 

 「あっせん」は、市が行うものであり、紛争当事者双方による自主的な解決の努力

を行っても解決に至らなかった場合において、双方からの申出により行うものですが、

双方の主張の要点を整理・確認するとともに、行政の持つ経験、知識に基づく助言に

より紛争の解決を目指すものです。 

 「調停」は、紛争当事者双方に和解の意思があって「調停」の申出があった場合に、

市の附属機関である「調停委員会」に付託し、学識経験者、弁護士など 3 名以上で構

成する「調停小委員会」において、和解のための調停案を提示して、紛争の解決を図

るための条例上の制度です。 

 

第 8 章 雑則 

 

条例（命令） 

第30条 市長は、第10条第 1 項の規定に違反して標識を設置しない者に対し、相当

の期限を定めて、標識を設置すべきことを命ずることができる。 

 2  市長は、第12条第 1 項又は第 4 項の規定に違反して報告しない者に対し、相当

の期限を定めて、報告すべきことを命ずることができる。 

条例（公表） 

第31条 市長は、前条の規定による命令を受けた者が、正当な理由なくこれに従わ

ないときは、その旨を公表することができる。 

 2  市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、公表の対象

となる者に対しその旨を通知し、意見陳述の機会を与えなければならない。 

条例（委任） 

第32条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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規則（命令） 

第17条 条例第30条の規定による命令は、措置命令書（第 8 号様式）を送達して行

うものとする。 

規則（公表） 

第18条 条例第31条第 1 項の規定による公表は、次の各号に掲げる事項を市役所及

び区役所の掲示場並びに住宅都市局内に掲示して行うものとする。 

(1) 中高層建築物の建築予定地 

(2) 条例第30条の規定による命令を受けた者の氏名及び住所 

(3) 前号の命令の内容 

 

 規則（委任） 

第19条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

 標識の設置をしない者や説明状況等報告書を提出しない者に対し、義務を履行させ

るため、市長は設置や報告することを命令することができ、この命令に従わない場合

には、市長は氏名等を公表することができるものとしています。 

 

（注）指定確認検査機関へ確認申請する場合の事務処理について 

条例の手続きが済んでいることを証するために、条例で規定された期間（説明状況

等報告書又は共同住宅型集合建築物建築計画書の提出後 7 日）が経過した後に、標

識設置届、説明状況等報告書及び共同住宅型集合建築物建築計画書の写しを交付し、

配置図に照合印を押します。それらを確認申請時に指定確認検査機関に提出してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



主な教育施設等（幼稚園、小学校、中学校、保育所、幼保連携型認定こども園以外）

令和元年7月現在

施設名称 所在地 種別

愛知県立名古屋聾学校 千種区鹿子殿２１－１ 特別支援学校

愛知県立千種聾学校 千種区若水二丁目５－１ 特別支援学校

さわらび園 千種区新池町１丁目１８ 児童発達支援センター

東部地域療育センターぽけっと 千種区猫洞通１－１５ 児童発達支援センター

愛知県立名古屋盲学校 千種区北千種一丁目８－２２ 特別支援学校

慈友学園 東区筒井一丁目８－１３ 児童養護施設

名古屋市重症心身障害児者施設
ティンクルなごや

北区平手町１丁目１-５ 障害児入所施設

子ども適応相談センター 西区城西三丁目２０－３０ 子ども適応相談センター

北部地域療育センター 西区新福寺町２丁目６－５ 児童発達支援センター

愛知県立名古屋特別支援学校 西区中小田井五丁目８８ 特別支援学校

愛知県青い鳥医療療育センター 西区中小田井五丁目８９ 障害児入所施設

愛知県青い鳥医療療育センター 西区中小田井五丁目８９ 児童発達支援センター

江西インターナショナルスクール 西区菊井２－１２－３２ 各種学校

名古屋韓国学校 中村区井深町１６－１８ 各種学校

晴光学院（分園あり） 中村区烏森町３丁目２３－１ 児童養護施設

名古屋朝鮮初級学校 中村区太閤一丁目１８－３３ 各種学校

衆善会乳児院 中区新栄三丁目３３－１１ 乳児院

子ども適応相談センター
（鶴舞サテライト）

中区千代田５丁目１８－２４ 子ども適応相談センター

駒方寮（分園あり） 昭和区花見通２丁目４－１ 児童養護施設

名広愛児園（分園あり） 昭和区車田町１丁目１１ 児童養護施設

みどり学園 昭和区折戸町４丁目１６ 児童発達支援センター

すぎのこ学園 昭和区折戸町４丁目１６ 児童発達支援センター

わかくさ学園 昭和区折戸町４丁目１６ 児童発達支援センター

くすのき学園 昭和区折戸町４丁目１６ 児童心理治療施設

南山寮(分園あり) 昭和区南山町５－６ 児童養護施設

ひばり荘 瑞穂区弥富町字密柑山１－４ 児童養護施設

ひばり荘 瑞穂区弥富町字密柑山１－４ 乳児院

南養護学校 熱田区三本松町２３－２６ 特別支援学校

発達センターあつた 熱田区神宮四丁目９－１２ 児童発達支援センター

西養護学校 中川区小本一丁目１９－３８ 特別支援学校

西部地域療育センター 中川区小本一丁目２０－４８ 児童発達支援センター

愛知県立港特別支援学校 港区港明一丁目１０－２ 特別支援学校

名古屋養育院（分園あり） 南区呼続四丁目２６－３７ 児童養護施設

南部地域療育センターそよ風 南区三吉町６－１７ 児童発達支援センター

南養護学校分校 南区中割町二丁目10 特別支援学校
子ども適応相談センター
（笠寺サテライト）

南区東又兵ヱ町５丁目１－１０ 子ども適応相談センター

子ども適応相談センター
（笠寺サテライト）

南区東又兵ヱ町５丁目１－１６ 子ども適応相談センター

守山養護学校 守山区小幡一丁目１４－６ 特別支援学校

発達センターちよだ 守山区小幡千代田２４－１７ 児童発達支援センター

玉葉会乳児院 守山区川東山３３２１ 乳児院

玉野川学園 守山区大字下志段味字長廻間２２８０－１２ 児童自立支援施設

金城六華園 守山区大字中志段味字古山田２５９４－１１ 児童養護施設

愛松学園 守山区大字中志段味字長根２８３０－２ 障害児入所施設

名古屋国際学校 守山区中志段味南原２６８６ 各種学校

和進館児童ホーム 守山区廿軒家１３－３２ 児童養護施設

ゆうりん(分園あり) 緑区大高台２－１７１８ 児童養護施設

ほだか 緑区大高台２－１７１８ 乳児院

那爛陀学苑（分園あり） 緑区大清水三丁目１００３ 児童養護施設

鳴海聖園天使園（分園あり） 緑区鳴海町字薬師山１５６ 児童養護施設

名古屋若松寮(分園あり) 名東区山香町３２１ 児童養護施設

あけぼの学園 天白区植田山二丁目１０１ 障害児入所施設

天白養護学校 天白区植田山二丁目１０１ 特別支援学校

※詳細は各施設の所管部署にお問い合せください。
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別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地 域 又 は 区 域 建   築   物 

1 

 

第一種低層住居専用地域・第二種

低層住居専用地域 

軒の高さが 7ｍを超える建築物 

地階を除く階数が 3 以上の建築物 

2 第一種中高層住居専用地域・第二

種中高層住居専用地域・第一種住

居地域・第二種住居地域 

準住居地域・近隣商業地域（容積

率が 400％を除く）・準工業地域・

用途地域の指定のない区域 

高さが 10ｍを超える建築物 

地階を除く階数が 4 以上の建築物 

3 近隣商業地域（容積率が 400％）・

商業地域（容積率が 400％で準防火

地域） 

(1) 高さが 15ｍを超える建築物（次

号に掲げるものを除く。） 

(2) 高さが 10ｍを超える建築物又は

地階を除く階数が 4 以上の建築物

で、冬至日の真太陽時による午前 9

時から午後 3 時までの間において、

１項又は 2 項左欄に掲げる地域又

は区域内の法定測定面に日影を生

じさせるもの 

4 商業地域（3項に掲げるものを除

く）・工業地域 

(1) 3 項右欄第１号に掲げる建築物 

(2) 3 項右欄第 2 号に掲げる建築物 

5 工業専用地域 3 項右欄第 2 号に掲げる建築物 

 備考 

1 建築物を増築する場合においては、高さ及び階数の算定方法は、当該増築

に係る部分の建築物の高さ及び階数による。 

2 建築物が、この表左欄に掲げる地域又は区域の 2 以上にわたる場合において

は、右欄中「建築物」とあるのは「建築物の部分」とする。 
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条例第 2 条第 2 項(4)ア(  )書きを適用した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路境界線 

高さＨ 

敷地境界線から 

1 0 ｍ ラ イ ン 

説明対象範囲 

道 路 

計画建築物 

3H のﾗｲﾝ 

敷地境界線から 10ｍライン 

敷地境界線 

3H 
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条例第 2条第 2項(6)による近隣関係者等の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 提出図面には、時刻別日影図に 2時間

等時間日影図を重ね合わせること 

 

 

 

 

A-ｲ 

A-ｱ 

 

B - ｱ 

 

空 地  

 

A-ｲ 

 

A-ｱ 

 

A -ｱ 

 

B - ｱ 

 

B - ｱ 

 

 

 

空 地  

 

A-ｱ 

B - ｲ 

 

空 地  

 

B-ｱ 

 

B-ｱ 

10ｍﾗｲﾝ 

2 時間日影 

近隣関係者の建築物（2条 2項(4)イによる） 

周辺関係者の建築物（2条 2項(5)アによる) 

 

A - ｲ  

 

B - ｱ  

凡例 近隣関係者の建築物（2条 2項(4)アによる） 
 

A - ｱ  

周辺関係者の建築物（2条 2項(5)イによる) 
 

B - ｲ  

電波障害範囲 

50ｍﾗｲﾝ 

計  画  

建 築 物  



 

 

34手続き期間の例(4月 1日に標識設置した場合) 

 

4/1 標識設置 →4/21 説明状況報告書 届出 →4/28 確認申請書と照合 

別表 4 項 1 号 
・商業地域（防火地域）  

・商業地域（準防火地域で容積率 500%以上） 

・工業地域 

別表 4 項 1 号以外 
説明要求あり 

標識設置後 20 日を経過後確認申請日の 7 日前まで 

別表 4 項 1 号 

なし 

中高層建築物の手続きフロ－図 

 

 

 

標識設置後速やかに提出（7 日以内） 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 指定確認検査機関へ確認申請を提出される場合は事前に建築相談係までお知らせ下さい。 

※ 条例の提出書類は各 1 部です。 

中高層建築物の建築計画（第 2 条第 2 項） 

標識の設置（第 10 条第 1 項） 

標識設置届の提出（第 10 条第 3 項） 

 （添付書類） 

  ・付近見取図(1/5000 の用途地域指

定図)、配置図 

  ・標識の写真（遠景、近景） 

  ・実日影図（近隣関係者の把握） 

（別表 4 項第 1 号を除く） 

近隣説明・説明会の実施（第 11 条） 

義務説明（近隣関係者） 

要求説明（周辺関係者） 

要求説明 

（近隣関係者・周辺関係者） 

必要に応じて説明・説明会の状況報告（第 12 条第 4 項） 

共同住宅型集合建築物の場合 

 共同住宅型集合建築物建築計画書の提出（第 13 条） 

 別表 4 項１号の場合は、平・立・断面図要 

説明状況等報告書の提出（第 12 条第 1 項） 

 ①教育施設等の協議報告 

 ②電波障害の調査報告(机上検討書･事前調査書) 

 ③建築計画の説明状況報告 

 （添付書類） 

  ・平面図、立面図、断面図 

  ・近隣関係者等に配布した資料等 

  ・説明会を開催したときは議事録 

  ・法定日影図、地盤面の算定資料 

説明状況等報告書の提出 

（第 12 条第 1 項） 

 ①教育施設等の協議報告 

 ②電波障害の調査報告(机上検討書･事前調査書)  

 （添付書類） 

  ・近隣関係者等に説明したときは、 

   建築計画の説明状況報告及び配布 

   した資料等 

  ・説明会を開催したときは議事録 

確認申請書の提出 

共同住宅型集合建築物のみ条例に該

当する場合は確認申請日の 7 日前ま

でに提出（配置・平・立・断面図要） 


